
局 部 課

3 年度

9

10

目標値の設定根拠・算出方法

令和8年度

実施根拠

7事業開始年度

寄与

する

KPI 無 現状値

事業の実施主体 本庁、各区

令和 令和点検対象年度（堺市基本計画2030）

Ⅱ．事業目的の達成状況
事業の成果や活動実績の測定

11

実績 目標 目標

受診者数 人

令和6年度 令和7年度

目標値の設定根拠・算出方法 市民が骨粗しょう症予防検診を安全に受診できる運用が可能な1回あたりの対応人数より算出。

当該指標を選定した理由

85%

令和12年度 

当該指標を選定した理由

骨粗しょう症予防検診の実施回数

骨粗しょう症予防検診をより多くの方に実施することにより、骨折の原因となる骨粗しょう症を早期に発見し、治療につなげること

で、骨折を予防できるため。

実績値 847

有・無

有・無 指標名

関連計画

人

目標値

事業の概要

―

年度

―

健康増進法、堺市骨粗しょう症予防検診事業の実施に関する要綱

12

ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット

Ⅰ．基本情報
事業の位置付け

1

堺市基本

計画2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②生活習慣病の発症予防・重症化の予防

2

寄与

する

KPI

有・無

公民連携・協働事業

堺市SDGs

未来都市計

画

2021-2025

有

施策

との

関連

指標名

―

有 取組 生活習慣病の啓発、対策の推進

3.4

令和8年度　事務事業評価シート（1）

[ 令和7年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

事務事業名 骨粗しょう症予防検診 事業番号 011-179

担当部署名 健康福祉局 健康部 健康推進課

―

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ ⑴健康で長生きできる都市の実現

無 現状値 ― 目標値

5

18歳以上の堺市民
対象数 単位

693,821

8

事業内容

・各保健センターにおいて2か月に1回程度の検診日を設定し、骨密度の測定を実施。

・検診結果に応じて医師や保健師、管理栄養士が指導を行う。

・自己負担金640円（市民税非課税世帯に属する方、生活保護を受給する方、中国残留邦人等に対する支援給付を受けて

いる世帯に属する方は事前申請手続きにより無料）。

※国・府の基準より上回って実施

した内容

事業の目的

骨密度が低下すると、軽微な転倒等でも骨折しやすくなり、要介護状態になる可能性が高まる。

骨密度は20歳前後を境に低下するため、若い世代から自身の骨密度を把握いただき、結果に応じて必要な健康指導等を行うこ

とにより、市民の健康の保持増進、介護予防につなげる。

4

6 事業の対象

主な支出先

1,000 1,000 1,000目標値 1,000

点検対象年度（堺市基本計画2030）

7

928

93%

令和6年度 令和7年度 令和8年度

102% 110%

55

成果指標 単位

達成率

検診受診の機会を適切に確保するため。

達成率

回

前年度実績値

12

活動指標 単位
実績 目標

目標値 42 50 55

実績値 43



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

0

（ ）

14

15

■ 高い

□ 低い

■ 高い

□ 低い

20

① 928

令和6年度

令和3年度からの実績等を踏まえた事業の必要性・有効性に係る所見（前年度の事務事業評価で点検対象年度を令和7年度とした事業のみ記載）

算出についての説明等

有

効

性

必

要

性

0 0

市債

0

受益者負担金(使用料、手数料等）　

0

1,068 1,768 15,301 8,923

175

財

源

内

訳

国支出金 169 143 127

事業費  (a)

単位当たり経費

17

15,952③

人

0

7,459

予算

区　　分

委託料
R7 決算 0 0

本事業は、健康増進法に基づき実施し、自覚症状に乏しい骨粗しょう症の早期発見と適切な受診につなげることで、骨折予防及び健康寿命の

延伸に寄与するものである。

骨粗しょう症は高齢者のみならず若年期からの予防が重要であることから本事業の継続実施が必要である。

うち

一般財源
事業費年度項　　　目

うち

一般財源
事業費

千円

R8 予算

予算

Ⅳ．事業の効率性

受診者数

費用対効果に係る所見

Ⅴ．評価

令和7年度は前年度より受診者が増加しており、市民が自身の骨密度の現状を把握し、必要な指導や治療を受けられる環境を確保することで、「堺市基本計

画2025」に掲げる「健康で長生きできる都市の実現」やさかい健康プランの「個人の行動と健康状態の改善」に寄与したと考える。

令和7年度は、各区に1台ずつ測定機器を新たに購入したことにより、安定した検診体制を再構築できたと考える。

6,318

骨粗しょう症予防検診 事業番号 011-179

項　　　目
令和5年度

決算 当初予算 決算決算

事務事業名

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

令和7年度

府支出金　 0

16

事

業

費

内

訳

項　　　目

0

0

一般財源

0

0 0

343

0

決算 343

備品購入費

消耗品費

事業費の内訳

13

令和6年度

R8

その他

R8

800 R8

年間経費 (ｃ)=(ａ)+(ｂ) 4,018 6,318 20,101

1,625 15,174

人件費  （ｂ）

R7

R7

R8 予算

予算 R8

R7

623 R8

R7

予算 623

予算 0

899

6,000

7,42314,803

（単位：千円）

8,748

5,880

1,330

0

2,950 4,550

0

0

予算

847

R7 決算

R8 予算

0

4,800

年度

R7 決算

0

707R8

R7 決算 8,580 8,405 R7

0

0

決算

決算

決算

予算

決算

R8

14,803

R7

令和7年度

単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

②

決算

18
受診者数は年々増加傾向にあり、市民の骨粗しょう症に対する関心が高まっていると考えられる。

令和7年度は、保健センターに1台ずつ測定機器を新たに購入したことで、単位当たりの経費が増加した。

上記①にかかる年間経費

単位

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

93

令和8年度

1,423

当初予算

令和8年度　事務事業評価シート（2）

0


